
令和５年度情報公開制度の運用状況

１ 公文書開示請求の処理状況（令和元年度～令和５年度）

（単位：件）

処 理 状 況
請求

年度 部分 存否 却下 者数取下げ 合 計
開示 応答 小 計 ( )不開示 不存在 人

開示 拒否

Ｒ１ ７２ ８３ １ ５ ０ １６１ ０ ５ １６６ ５７

Ｒ２ ９３ ９１ ０ １０ ０ １９４ ０ ０ １９４ ６１

Ｒ３ １８３ １１４ ０ ５ ０ ３０２ ０ １ ３０３ ７９

Ｒ４ １１６ ８２ ０ ２ ０ ２００ ０ ２ ２０２ ５９

Ｒ５ １４４ ８７ ２ ２２ ０ ２５５ １ ０ ２５６ 101

２ 令和５年度請求に対する実施機関別決定内容
（単位：件）

開 示 部分開示 不開示 不存在 存否応 取下げ 合 計

答拒否

市 長 ８０ ５３ ２ ４ ０ １ １４０

教育委員会 ３２ １６ ０ １７ ０ ０ ６５

上下水道事業管理者 ２７ ９ ０ １ ０ ０ ３７

消 防 長 ４ ４ ０ ０ ０ ０ ８

秋田公立美術大学 １ ０ ０ ０ ０ ０ １

市立秋田総合病院 ０ ５ ０ ０ ０ ０ ５

１４４ ８７ ２ ２２ ０ １ ２５６合 計

３ 令和５年度の主な請求内容（請求件数：２５０件）

(1) 業務委託契約等に関し、契約日、落札金額、予定価格等が分かる文書

(2) 工事の金入り設計内訳明細書・単価表

(3) 生活保護に関する文書

(4) 令和５年７月の大雨災害に関する文書

(5) 学校関係の文書（ＰＴＡ等）

(6) 外旭川まちづくり関係の文書

など

注）請求件数の合計は２５０件ですが、１件の請求で２件決定したものが６件あるため、１や２の合

計とは異なります。
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４ 情報公開に係る審査請求の処理状況

受 裁決
請 求月 日 不服 申立 ての 内容 裁 決月 日 所 管課 備 考

付 内容

部 分 開 示 決 定 処 分 を 取 り 消 － － 保 護 第 一 課１ 令和６ 年

し 、 対 象 文 書 の 全 部 を 開 示 す ・第 二課１月 24日

るよ う求 める 。

部 分 開 示 決 定 処 分 を 取 り 消 － － 保 護 第 一 課２ 令和６ 年

し 、 対 象 文 書 の 全 部 （ ケ ー ス ・第 二課１月 24日

番 号 、 氏 名 除 く ） を 開 示 す る

よう 求め る。

部 分 開 示 決 定 処 分 を 取 り 消 － － 保 護 第 一 課３ 令和６ 年

し 、 対 象 文 書 の 全 部 （ ケ ー ・第 二課１月 24日 「

ス 番 号 、 氏 名 、 続 柄 、 所 属 、

障 害 の 程 度 、 症 状 お よ び 状 況

の 内 容 、 相 談 ・ 発 言 内 容 、 支

給 ・ 決 定 の 内 容 」 及 び 「 メ ー

ル ア ド レ ス 」 を 除 く ） を 開 示

する よう 求め る。
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令和５年度個人情報保護制度の運用状況

１ 保有個人情報開示請求の処理状況（令和元年度～令和５年度）

（単位：件）

処 理 状 況

合計年度 部分 存否 取下げ 却下
開 示 不開示 不存在 応答 小 計

開示 拒否

３７Ｒ１ ２３ ４ ０ １０ ０ ３７ ０ ０

２８Ｒ２ ２２ ５ ０ １ ０ ２８ ０ ０

６６Ｒ３ ３０ ２５ ０ ８ ０ ６３ ２ １

４４Ｒ４ ３１ １２ ０ １ ０ ４４ ０ ０

４３Ｒ５ ３２ ７ ０ ４ ０ ４３ ０ ０

２ 令和５年度請求に対する実施機関別決定内容

（ ）単位：件

合 計部分 取下存否
開 示 不開示 不存在 却下応答

開示 げ拒否

市 長 １０ ４ ０ ２ ０ ０ ０ １６

教 育 委 員 会 １ ２ ０ ２ ０ ０ ０ ５

上下水道管理者 ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １

秋田公立美術大学 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １

市立秋田総合病院 ２０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２０

３２ ７ ０ ４ ０ ０ ０ ４３合 計

３ 令和５年度の主な請求内容（請求件数：４０件）

(1) 主治医意見書等、診療記録

(2) 相談記録、ケース記録

(3) 納税証明書、印鑑登録証明書等の発行履歴

など
注）請求件数の合計は４０件ですが、１件の請求で２件決定したものが２件と、令和４年度の請求

で追加で開示したものが１件あるため、１や２の合計とは異なります。

４ 保有個人情報に係る審査請求の処理状況

受 裁決
請求月日 不服申立ての内容 裁決月日 所管課 備考

付 内容

１ 令和５年 保 有 個 人 情 報 部 分 開 示 決 学校

３月１日 定 処 分 を 取 り 消 し 、 対 象 11月 教育課処 分

文 書 の 全 部 を 開 示 す る よ １日 教職員室変更

う求める
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秋田市個人番号の利用に関する条例新旧対照表

改 正 案 現 行

第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略）

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲）

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１ 第４条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１

の左欄に掲げる機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別 の左欄に掲げる機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別

表第２の左欄に掲げる機関が行う同表の中欄に掲げる事 表第２の左欄に掲げる機関が行う同表の中欄に掲げる事

務および市長又は教育委員会が行う特定個人番号利用事 務および市長又は教育委員会が行う法別表第２の第２欄

務とする。 に掲げる事務とする。

２ （略） ２ （略）

３ 市長又は教育委員会は、特定個人番号利用事務を処理 ３ 市長又は教育委員会は、法別表第２の第２欄に掲げる

するために必要な限度で、利用特定個人情報であって自 事務を処理するために必要な限度で、同表の第４欄に掲

らが保有するものを利用することができる。ただし、法 げる特定個人情報であって自らが保有するものを利用す

の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用し ることができる。ただし、法の規定により、情報提供ネ

て他の個人番号利用事務実施者から当該利用特定個人情 ットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実

報の提供を受けることができる場合は、この限りでな 施者から当該特定個人情報の提供を受けることができる

い。 場合は、この限りでない。

４ （略） ４ （略）

第５条 （略） 第５条 （略）

別表第１ （略） 別表第１ （略）

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係）

機 関 事 務 特定個人情報 機 関 事 務 特定個人情報

１ 市長 児童福祉法に 児童福祉法による障害児通所 １ 市長 児童福祉法に 児童福祉法による障害児通所

よる助産施設 支援に関する情報、身体障害 よる助産施設 支援に関する情報、障害者関

における助産 者福祉法による身体障害者手 における助産 係情報、生活保護関係情報、

の実施又は母 帳、精神保健及び精神障害者 の実施又は母 地方税関係情報、国民年金法

子生活支援施 福祉に関する法律（昭和25年 子生活支援施 （昭和34年法律第141号）に

設における保 法律第123号）による精神障 設における保 よる障害基礎年金の支給に関

護の実施に関 害者保健福祉手帳もしくは知 護の実施に関 する情報、児童扶養手当関係

する事務であ 的障害者福祉法にいう知的障 する事務であ 情報、特別児童扶養手当関係

って規則で定 害者に関する情報（以下「障 って規則で定 情報、中国残留邦人等支援給

めるもの 害者関係情報」という。）、 めるもの 付等関係情報、障害者自立支

生活保護法（昭和25年法律第 援給付関係情報又は生活に困

144号）による保護の実施も 窮する外国人に対する生活保

しくは就労自立給付金もしく 護の措置の実施に関する情報

は進学準備給付金の支給に関 （以下「外国人生活保護関係

する情報（以下「生活保護関 情報」という。）であって規

係情報」という。）、地方税 則で定めるもの

法（昭和25年法律第226号）

その他の地方税に関する法律
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に基づく条例の規定により算

定した税額もしくはその算定

の基礎となる事項に関する情

報（以下「地方税関係情報」

という。）、国民年金法（昭

和34年法律第141号）による

障害基礎年金の支給に関する

情報、児童扶養手当法（昭和

36年法律第238号）による児

童扶養手当の支給に関する情

報（以下「児童扶養手当関係

情報」という。）、特別児童

扶養手当等の支給に関する法

律（昭和39年法律第134号）

による特別児童扶養手当の支

給に関する情報（以下「特別

児童扶養手当関係情報」とい

う。）、中国残留邦人等支援

給付等の支給に関する情報

（以下「中国残留邦人等支援

給 付 等 関 係 情 報 」 と い

う。）、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成17年法律

第123号）による自立支援給

付の支給に関する情報（以下

「障害者自立支援給付関係情

報」という。）又は生活に困

窮する外国人に対する生活保

護の措置の実施に関する情報

（以下「外国人生活保護関係

情報」という。）であって規

則で定めるもの

２ 市長 生活保護法に 児童福祉法による助産施設に ２ 市長 生活保護法 児童福祉法による助産施設に

よる保護の決 おける助産の実施もしくは母 （昭和25年法 おける助産の実施もしくは母

定および実施 子生活支援施設における保護 律第144号） 子生活支援施設における保護

又は徴収金の の実施に関する情報、障害者 による保護の の実施に関する情報、障害者

徴収に関する 関係情報、地方税関係情報、 決定および実 関係情報、地方税関係情報、

事務であって 公営住宅法（昭和26年法律第 施又は徴収金 公営住宅法（昭和26年法律第

規則で定める 193号）による公営住宅の管 の徴収に関す 193号）による公営住宅の管
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もの 理に関する情報、老人福祉法 る事務であっ 理に関する情報、老人福祉法

（昭和38年法律第133号）に て規則で定め （昭和38年法律第133号）に

よる福祉の措置もしくは費用 るもの よる福祉の措置もしくは費用

の徴収に関する情報、健康保 の徴収に関する情報、医療保

険法（大正11年法律第70 険給付関係情報、特定優良賃

号）、船員保険法（昭和14年 貸住宅の供給の促進に関する

法律第73号）、私立学校教職 法律（平成５年法律第52号）

員共済法（昭和28年法律第 による賃貸住宅の管理に関す

245号）、国家公務員共済組 る情報、介護保険給付等関係

合法（昭和33年法律第128 情報、障害者の日常生活及び

号）、国民健康保険法（昭和 社会生活を総合的に支援する

33年法律第192号）もしくは ための法律（平成17年法律第

地方公務員等共済組合法（昭 123号）による地域生活支援

和37年法律第152号）もしく 事業の実施に関する情報、療

は高齢者の医療の確保に関す 育手帳に関する情報、福祉医

る法律（昭和57年法律第80 療に関する情報、特定教育・

号）による医療に関する給付 保育施設等利用者負担額の助

の支給もしくは保険料の徴収 成に関する情報、小児慢性特

に関する情報（以下「医療保 定疾病児童等に対する日常生

険 給 付 関 係 情 報 」 と い 活用具の給付に関する情報、

う。）、特定優良賃貸住宅の 秋田市営住宅条例によるその

供給の促進に関する法律（平 他市営住宅の管理に関する情

成５年法律第52号）による賃 報又は秋田市特定公共賃貸住

貸住宅の管理に関する情報、 宅条例による単身特定公共賃

介護保険法（平成９年法律第 貸住宅の管理に関する情報で

123号）による保険給付の支 あって規則で定めるもの

給、地域支援事業の実施もし

くは保険料の徴収に関する情

報（以下「介護保険給付等関

係情報」という。）、障害者

の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に

よる地域生活支援事業の実施

に関する情報、療育手帳に関

する情報、福祉医療に関する

情報、特定教育・保育施設等

利用者負担額の助成に関する

情報、小児慢性特定疾病児童

等に対する日常生活用具の給

付に関する情報、秋田市営住
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宅条例によるその他市営住宅

の管理に関する情報又は秋田

市特定公共賃貸住宅条例によ

る単身特定公共賃貸住宅の管

理に関する情報であって規則

で定めるもの

３ 市長 地方税法その ３ 市長 地方税法（昭

他の地方税に 和25年法律第

関する法律お 226号）その

よびこれらの 他の地方税に

法律に基づく 関する法律お

条例による地 よびこれらの

方税の賦課徴 法律に基づく

収又は地方税 条例による地

に関する調査 （略） 方税の賦課徴 （略）

（犯則事件の 収又は地方税

調 査 を 含 に関する調査

む。）に関す （犯則事件の

る事務であっ 調 査 を 含

て規則で定め む。）に関す

るもの る事務であっ

て規則で定め

るもの

（略） （略）

５ 市長 国民健康保険 ５ 市長 国民健康保険

法による保険 法（昭和33年

給付の支給又 法律第 1 9 2

は保健事業の 号）による保

実施に関する 険給付の支給
（略） （略）

事務であって 又は保健事業

規則で定める の実施に関す

もの る事務であっ

て規則で定め

るもの

（略） （略）

８ 市長 高齢者の医療 ８ 市長 高齢者の医療

の確保に関す の確保に関す

る法律による る法律（昭和

後期高齢者医 57年法律第80

療給付の支給 号）による後



報告資料３

又は保険料の 期高齢者医療
（略） （略）

徴収に関する 給付の支給又

事務であって は保険料の徴

規則で定める 収に関する事

もの 務であって規

則で定めるも

の

（略） （略）

11 市長 生活に困窮す 児童福祉法による小児慢性特 11 市長 生活に困窮す 児童福祉法による小児慢性特

る外国人に対 定疾病医療費の支給、助産施 る外国人に対 定疾病医療費の支給、助産施

する生活保護 設における助産の実施もしく する生活保護 設における助産の実施もしく

の措置に関す は母子生活支援施設における の措置に関す は母子生活支援施設における

る事務であっ 保護の実施に関する情報、障 る事務であっ 保護の実施に関する情報、障

て規則で定め 害者関係情報、生活保護関係 て規則で定め 害者関係情報、生活保護関係

るもの 情報、地方税関係情報、公営 るもの 情報、地方税関係情報、公営

住宅法による公営住宅の管理 住宅法による公営住宅の管理

に関する情報、医療保険給付 に関する情報、医療保険給付

関係情報、児童扶養手当関係 関係情報、児童扶養手当関係

情報、老人福祉法による福祉 情報、老人福祉法による福祉

の措置もしくは費用の徴収に の措置もしくは費用の徴収に

関する情報、母子及び父子並 関する情報、母子及び父子並

びに寡婦福祉法（昭和39年法 びに寡婦福祉法（昭和39年法

律第129号）による資金の貸 律第129号）による資金の貸

付けもしくは給付金の支給に 付けもしくは給付金の支給に

関する情報、特別児童扶養手 関する情報、特別児童扶養手

当関係情報、特別児童扶養手 当関係情報、特別児童扶養手

当等の支給に関する法律によ 当等の支給に関する法律（昭

る障害児福祉手当もしくは特 和39年法律第134号）による

別障害者手当もしくは昭和六 障害児福祉手当もしくは特別

十年法律第三十四号附則第97 障害者手当もしくは昭和六十

条第１項の福祉手当の支給に 年法律第三十四号附則第97条

関する情報、母子保健法によ 第１項の福祉手当の支給に関

る養育医療の給付もしくは養 する情報、母子保健法による

育医療に要する費用の支給に 養育医療の給付もしくは養育

関する情報、児童手当法（昭 医療に要する費用の支給に関

和46年法律第73号）による児 する情報、児童手当関係情

童手当もしくは特例給付（同 報、特定優良賃貸住宅の供給

法附則第２条第１項に規定す の促進に関する法律による賃

る給付をいう。）の支給に関 貸住宅の管理に関する情報、

する情報、特定優良賃貸住宅 中国残留邦人等支援給付等関
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の供給の促進に関する法律に 係情報、介護保険給付等関係

よる賃貸住宅の管理に関する 情報、障害者自立支援給付関

情報、中国残留邦人等支援給 係情報、障害者の日常生活及

付等関係情報、介護保険給付 び社会生活を総合的に支援す

等関係情報、障害者自立支援 るための法律による地域生活

給付関係情報、障害者の日常 支援事業の実施に関する情

生活及び社会生活を総合的に 報、療育手帳に関する情報、

支援するための法律による地 福祉医療に関する情報、特定

域生活支援事業の実施に関す 教育・保育施設等利用者負担

る情報、療育手帳に関する情 額の助成に関する情報、小児

報、福祉医療に関する情報、 慢性特定疾病児童等に対する

特定教育・保育施設等利用者 日常生活用具の給付に関する

負担額の助成に関する情報、 情報、秋田市営住宅条例によ

小児慢性特定疾病児童等に対 るその他市営住宅の管理に関

する日常生活用具の給付に関 する情報又は秋田市特定公共

する情報、秋田市営住宅条例 賃貸住宅条例による単身特定

によるその他市営住宅の管理 公共賃貸住宅の管理に関する

に関する情報又は秋田市特定 情報であって規則で定めるも

公共賃貸住宅条例による単身 の

特定公共賃貸住宅の管理に関

する情報であって規則で定め

るもの

（略） （略）

21 市長 特定個人番号 21 市長 法別表第２の

利用事務のう 第２欄に掲げ

ち、法第19条 る事務のう

第８号の規定 ち、法第19条

により市長が 第８号の規定

その処理に当 により市長が

たり生活保護 その処理に当

関係情報に係 （略） たり同表の第 （略）

る利用特定個 ４欄に掲げる

人情報の提供 生活保護関係

を求めること 情報の提供を

ができるもの 求めることが

であって規則 できるもので

で定めるもの あって規則で

定めるもの


